様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021年　９月　９日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）りっくそふとかぶしきがいしゃ
                            一般事業主の氏名又は名称 リックソフト株式会社
（ふりがな）おおぬき　ひろし
                              （法人の場合）代表者の氏名 大貫　浩     印
住所　〒100-0004
東京都千代田区大手町2-1-1　大手町野村ビル8階
法人番号　10100－01－124218　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	１．2021年2月期　決算短信
２．2021年2月期　決算説明資料

	公表日
	１．２ともに2021年４月14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社IRサイトにて掲載
１．2021年2月期　決算短信（２ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4429/tdnet/1954128/00.pdf
２．2021年2月期　決算説明資料（16、19ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4429/ir_material_for_fiscal_ym1/101652/00.pdf

	記載内容抜粋
	１．2021年2月期　決算短信（２ページ）
当社グループが属する情報サービス分野におきましては、コロナ禍においてDXが急激に進み、企業ではリモートワーク・非接触・クラウド・モビリティー・AI/ML・サイバーセキュリティーなどの新たな動きや行動の変化が定着しました。このような変化を受け、企業は新たなビジネスモデルや競争優位性の確立のためにさらなる変革に取り組む可能性が高くなります。このようなビジネスの柔軟性と効率の向上に対するニーズの高まりと関連して、次世代のインフラやソフトウェア開発の革新などがITトレンドとなり、リアルタイムデータの収集やクラウド活用のために、スピードやスケーラブルな柔軟性を持ったインフラに対する需要は高まると予想されます。
２．2021年2月期　決算説明資料（16、19ページ）
日本国内でもDXへの本格的な取り組みが始まっているが、顧客企業ではDXを推進する為の人材が圧倒的に不足しており、IT関連予算の8割以上が既存システムの運用・保守に充てられるなど、DX推進に資金・人材を振り向けられていない。また、解決策としてのSaaS利用についても選択肢が多数存在し、煩雑なアカウント管理やセキュリティに対するリスクなど新たな課題も生じている。そのような状況の中、当社グループが提供するグローバルDXプラットフォーム（GDXP）では、顧客がSaaS利用時に共通で必要とする付加価値を提供すると同時に、集客から顧客化までの工程を限りなく自動化することを目指します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当該決算短信、決算説明資料は、取締役会にて承認されたものである。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年2月期　決算説明資料

	公表日
	2021年４月14日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社IRサイトにて掲載
１．2021年2月期　決算説明資料（15,19ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4429/ir_material_for_fiscal_ym1/101652/00.pdf
２．有価証券報告書（10ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4429/yuho_pdf/S100LEQF/00.pdf

	記載内容抜粋
	１．2021年2月期　決算説明資料（15,19ページ）
既存業務に、海外・国内SaaSを安全に使いやすく提供する業務を追加し、グローバルDXプラットフォームへ進化させ、より多くの顧客層、顧客課題に対応する。
グローバルDXプラットフォームは組織全体で使用しているSaaSアプリケーションの稼働状況を自動的に識別するメカニズムを備えており、ライセンス管理やコストの可視化、ユーザアクセス制御の管理を実現するためのアーキテクチャには自動化を含めたデジタル技術やデータ活用が不可欠となります。
２．有価証券報告書（10ページ）
当社グループの事業ドメインを「価値ある道具（ツール）の提供」と定義し、この事業ドメインを突き詰めていきます。
この事業ドメインを広義に解釈すると、大手ソフトウェアベンダーや技術系商社、そしてオープンソースなど多くのプレイヤーが存在します。
これらのプレイヤーと同じ価値をお客様へ提供しても当社グループの存在価値が薄れるという考えより、国内では以下の差別化戦略を取っております。
・他プレイヤーが提供できない価値
・既存顧客向け価値
・潜在顧客向け価値
・Atlassianエコシステムなど慣れた市場から攻める

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当該決算説明資料、有価証券報告書は、取締役会にて承認されたものである。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社IRサイトにて掲載
２．有価証券報告書（12ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4429/yuho_pdf/S100LEQF/00.pdf

	記載内容抜粋
	①国内向けに必要な技術者の確保
当社グループの経営戦略として、「価値ある道具（ツール）」の本質を理解し、顧客が抱える課題を解決できるようなソリューションを提案できる優秀な技術者が必要ですが、計画通りに獲得できない課題があります。現在は、技術者募集の工夫や育成により対処しています。
②ストック収益基盤の強化
クラウドサービスの拡大はストック収益基盤の強化に寄与するだけでなく、当社グループのクラウドサービスを利用する顧客が広がることにより、顧客の環境に応じた個別の対応が不要になることから、技術者が一つのSI案件の環境構築等に要する時間を削減でき、技術者が対応できる案件数の増加が見込まれます。技術者採用や育成に加え、効率性を改善することにより対処する方針です。
③グローバルな事業展開
海外市場に対する「価値ある道具（ツール）」の自社開発拡大は、当社グループの価値向上に貢献し重要であると考えております。これらを達成するため、製品開発ならびにマーケティングとサポートのグローバル体制を強化し海外展開を加速させていく方針であります。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社IRサイトにて掲載
１．2021年2月期　決算説明資料（15,19,20ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4429/ir_material_for_fiscal_ym1/101652/00.pdf
２．有価証券報告書（12ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4429/yuho_pdf/S100LEQF/00.pdf

	記載内容抜粋
	当社グループの経営戦略として、「価値ある道具（ツール）」の本質を理解し、顧客が抱える課題を解決できるようなソリューションを提案できる優秀な技術者が必要ですが、計画通りに獲得できない課題があります。現在は、技術者募集の工夫や育成により対処しています。
Alassian社のソフトウェアは海外が先行して導入が進んでいるため、海外市場に対する「価値ある道具（ツール）」の自社開発拡大は、当社グループの価値向上に貢献し重要であると考えております。これらを達成するため、製品開発ならびにマーケティングとサポートのグローバル体制を強化し海外展開を加速させていく方針であります。
今は海外や国内のSaaSが非常に豊富になっています。今までオンプレミスで提供していたサービスでは、数がある程度限られてしまうのですが、SaaSをうまく使い、海外・国内SaaSを安全に使いやすくする機能をグローバルDXプラットフォームの中に乗せ、中小企業のお客さまに提供しようと思っています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年2月期　決算説明資料


	公表日
	2021年４月14日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社IRサイトにて掲載
１．2021年2月期　決算説明資料（14ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4429/ir_material_for_fiscal_ym1/101652/00.pdf
２．有価証券報告書（11ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4429/yuho_pdf/S100LEQF/00.pdf

	記載内容抜粋
	「価値ある道具（ツール）」はお客様が対価を支払っても欲しいものと考えます。
したがって、ツールであるソフトウェアに係るライセンス販売、ツールの環境構築、カスタマイズ、運用支援等のSI、ツールの稼働環境を提供するクラウドサービス、ツールのアドオン製品を提供する自社ソフト開発等から構成される「売上高」を重要な指標と位置付けております。
そして、「ツールソリューション事業」の拡大を推進し、継続的な成長及び企業価値の向上を実現していく上で利益を確保することは重要であり、「営業利益」及び「経常利益」を重要な指標と考えております。
ここで言うツールソリューション事業は、今後グローバルDXプラットフォームを中心に事業を拡大してく考えですので、グローバルDXプラットフォームで実現する戦略は、売上や利益といった財務諸表と直結する戦略と考えています。
売上高：4,420百万円
営業利益：413百万円
経常利益：413百万円



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年４月26日


	発信方法
	１．2021年２月期決算説明会
決算説明会　書きおこし資料（16ページ）当社IRサイトにて掲載
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4429/ir_material_for_fiscal_ym1/104402/00.pdf


	発信内容
	経営者自身が決算説明会にて、戦略だけでなく設問(2)の紙面にはない戦略の今後の方向性等も含め発信し、その内容を書き起こしたものを、サイトに公開しています。
「このグローバルDXプラットフォームができると、リックソフトのビジネスはどうなるのか？」というところが、こちらのスライドです。最初にお伝えしたように、当社は3つのビジネスを展開していましたが、それが2つに集約されると思っています。
その1つはグローバルDXプラットフォームです。定義として、スライドに補足を記載しています。弊社はアジャイル開発をする製品を多くのお客さまに提供していますので、そこは外せないということで、引き続き提供していきます。しかし、そこだけではなく、DXに対する支援まで広げていきたいと考えています。
そこまで提供するのに最適なツールの選定についてですが、その時に必要なのは情報だけではありません。「システム統合」と言いますが、SaaSはさまざまな単品の機能ですので、それを複数組み合わせて使うことが実現できる実践的なプラットフォームも考えています。世界中からよい製品を選定し、そのプラットフォームの周りに並べ、日本のお客さまに提供します。スライドの絵で言うと左側のループです。
そして、そこで得られたノウハウを自社プロダクトの開発で使います。こちらは引き続きAtlassian製品を機能拡張するアプリを開発し、海外および国内に提供していきます。このループをうまく回していくことが当社の事業の全体像になっていくと考えています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2021年３月　～　現在まで

	実施内容
	経営者のリーダーシップのもと、当社のDX支援事業プロジェクトチームにおいて、DXの活用による社内生産性の向上及び事業活動の質の向上の実現に向けて社内ITシステム戦略を策定しております。
また、月次で事業推進MTGを開催し、経営者や他部署を交え、課題の把握及び今後の取組への検討を行っております。
人材の育成、体制の再構築
　当社グループの経営戦略として、「価値ある道具（ツール）」の本質を理解し、顧客が抱える課題を解決できるようなソリューションを提案できる優秀な技術者が必要ですが、計画通りに獲得できない課題があります。現在は、技術者募集の工夫や育成により対処しています。
クラウドサービスの充実
　クラウドサービスの拡大はストック収益基盤の強化に寄与するだけでなく、当社グループのクラウドサービスを利用する顧客が広がることにより、顧客の環境に応じた個別の対応が不要になることから、技術者が一つのSI案件の環境構築等に要する時間を削減でき、技術者が対応できる案件数の増加が見込まれます。技術者採用や育成に加え、効率性を改善することにより対処する方針です。
開発体制の強化
　Atlassian社のソフトウェアは海外が先行して導入が進んでいるため、海外市場に対する「価値ある道具（ツール）」の自社開発拡大は、当社グループの価値向上に貢献し重要であると考えております。これらを達成するため、製品開発ならびにマーケティングとサポートのグローバル体制を強化し海外展開を加速させていく方針であります。

有価証券報告書（12ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4429/yuho_pdf/S100LEQF/00.pdf
「DX推進指標」自己診断を実施



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2013年５月　～　現在まで

	実施内容
	内部統制システムの基本方針に沿って、情報セキュリティ管理規程および個人情報保護に関する内部規程を定めています。
2013年５月に外部認証機関に基づく監査を経て、情報セキュリティマネジメントシステム「ISO27001」の認証を、2017年７月にクラウドサービスセキュリティ管理策「ISO27017」の認証を取得しており、取得以降は、毎年の同監査を経て更新しております。
情報セキュリティ方針（ISMS基本方針）
https://www.ricksoft.jp/company/securitypolicy.html
内部体制としては、経営者をトップとしたISMS担当チームを構成し、毎月定例ミーティングを開催しています。情報セキュリティマネジメントに係るPDCAサイクルの実施状況の共有や社内課題の検討を、インシデントの確認など行っています。
運用状況の評価は、毎年内部監査と外部監査にて実施しております。セキュリティインシデントが発生した際には、迅速な事態の収束、被害の最小化、再発防止に向けた体制を構築しています。
また、全従業員を対象としたセキュリティ研修を毎年実施しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

